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○ 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成１３年国総動第３号）新旧対照条文

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第３５条第１項第１４号関係 第３５条第１項第１４号関係

法第３５条第１項第１４号の省令事項（規則第１６条の４の３）につい 法第３５条第１項第１４号の省令事項（規則第１６条の４の３）につい

て て

宅地の売買又は交換の契約に当たっては以下の１から３を、建物の売 宅地の売買又は交換の契約に当たっては以下の１から３を、建物の売

買又は交換の契約に当たっては１から６までの事項を、宅地の貸借の契 買又は交換の契約に当たっては１から６までの事項を、宅地の貸借の契

約に当たっては１から３まで及び８から１３までの事項を、建物の貸借 約に当たっては１から３まで及び８から１３までの事項を、建物の貸借

の契約に当たっては１から５まで及び７から１２までの事項を説明する の契約に当たっては１から５まで及び７から１２までの事項を説明する

こととする。 こととする。

１～１１ （略） １～１１ （略）

１２ 管理委託を受けた者の氏名及び住所について（規則第１６条の４ １２ 管理委託を受けた者の氏名及び住所について（規則第１６条の４

の３第１２号 の３第１２号

アパート等の賃貸においても区分所有建物の場合と同様、重要事項説 アパート等の賃貸においても区分所有建物の場合と同様、管理者の氏

明書に管理者の氏名、住所及び賃貸住宅管理業者登録規程（平成２３年 名及び住所を説明するものとする。

国土交通省告示第９９８号）第５条第１項第２号の登録番号を記載し、

その旨説明することとする。ただし、賃貸住宅管理業者登録規程の登録

を受けていない場合には、管理者の氏名及び住所を記載し、説明するこ

ととする。

１３ （略） １３ （略）

別紙２－１


